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北九州広域都市計画事業旦過地区土地区画整理事業  
事  業  計  画  

 
 
 
第１ 土地区画整理事業の名称等  
 
 （１） 土地区画整理事業の名称  
       

北九州広域都市計画事業旦過地区土地区画整理事業  
 
 （２） 施行者の名称  
             

北九州市 
 
 
 
第２ 施行地区  
 
 （１） 施行地区の位置 

 
本地区は JR 小倉駅より南に約 600ｍの北九州モノレール旦過駅に隣接する面積

約 0.6ha の区域である。 

旦過市場アーケード沿いの区域及び上空を北九州モノレールが通る市道魚町馬

借 1 号線と東西方向の市道である魚町 6 号線に囲まれた三角形の区域一帯を地区

に含む。 

また、西側は改修事業が進められている二級河川神嶽川に接している。 

 
 （２） 施行地区位置図 

 
            別添図面のとおり    縮 尺 １／６，０００  
 
 
 （３） 施行地区の区域 

 
            福岡県北九州市小倉北区魚町4丁目の一部 
 
 
 （４） 施行地区区域図 

 
            別添図面のとおり    縮 尺 １／５００  
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第３ 設計の概要  
 
 １ 設計説明書  
 
 （１） 土地区画整理事業の目的 

 

旦過地区は北九州市の小倉都心部に位置し、市民の台所として長年親し

まれている旦過市場を有しており、本市の重要な商業核の一つとなって

いる。  
 しかし、隣接する二級河川神嶽川の流下能力不足に伴う度重なる浸水

被害や、木造建築物の密集・老朽化など、防災面において多くの課題を

抱えている。  
 このため、神嶽川の河川改修事業と一体となって、立体換地手法を活

用した市施行による土地区画整理事業を実施することで、当地区の防災

安全性を向上するとともに、既存の市場機能を維持して小倉都心部の活

性化を図るものである。  
 

 （２） 施行地区内の土地の現況 

 
イ．地区の性格と発展状況 

地区内は全域商業地として利用されている。古くから市場として発展してきて

おり、現在も多くの人で賑わっている。 

 

ロ．地区内の人口及び人口密度 

地区内は店舗としての利用が大半であるが、一部店舗併用住宅としての利用が

見られ、居住は 10 人（人口密度 16.7 人/ha）である。 

 

ハ．土地利用状況 

地区内の土地利用状況は次のとおりである。 

     公共用地     ） 

公共用地     702.40 ㎡ （ 11.39％） 

     宅  地     ） 

宅  地     5,294.10 ㎡ （ 85.90％） 

     そ の 他     ％） 

そ の 他      167.00 ㎡ （  2.71％） 

     合  計   ㎡ （100.00％） 

合  計     6,163.50 ㎡ （100.00％） 

 

二．道路及び宅地の状況 

     地区内の道路は、アーケードがかけられ歩行者専用道路として利用されてい

る市道魚町 9 号線が地区内を南北に縦断する。また、市道魚町 7 号線が地区内

を東西に横断する。地区界沿いは、北を市道砂津城内 1 号線や市道魚町 6 号線

に接し、南を市道魚町馬借 1 号線に接している。 

     宅地は建物用地としての利用が大半であるが、一部平面駐車場として利用さ

れている。田畑等の農地利用はない。 

  

    ホ．建物の高度化の傾向 

地区内建物は 1～2 階建ての低層の建物が大半で、3～4 階建ての建物が数軒見

られる程度であり、高度化の傾向はない。 



3 
 

     

へ．地勢 

本地区は標高約 2ｍ～3ｍの平坦な地形である。 

 

    ト．用排水 

本地区に農業用水路は整備されていない。排水施設は、下水道管（合流管）が

市道魚町 6 号線、市道魚町 7 号線、市道魚町 9号線に埋設されている。 

 

チ．上水、ガス等供給処理施設 

       上水道管、ガス管が市道魚町 6 号線、市道魚町 7 号線、市道魚町 9 号線に埋

設されている。 

 通信施設が市道魚町 6号線及び市道魚町 7 号線の一部に埋設されている。 

 

リ．学校等文教施設 

地区内に学校等文教施設はない。 

 

ヌ．工場の立地状況 

       地区内に工場の立地はない。 

 

ル．地価 

本地区の地価は平均で 305,000 円/㎡である。 
 
 （３） 設計の方針  
 

  イ．土地利用計画 

地区内の土地利用は全域を商業用地として計画する。なお、従前の市場機能を

維持するため、店舗としての利用を目的とした建物を建設し、これらの床の一部 
は法第93条第2項、第4項及び第5項に基づく立体換地として権利者に与える。 

 
ロ．人口計画 

本地区は全域を商業用地として計画するため、地区内の居住人口は想定しない。 
 

ハ．公共施設計画 

道路は、河川改修計画を踏まえ、現在よりも東側の位置にアーケード通りを整

備する。また、河川沿いに河川管理用通路を兼ねた特殊道路を整備する。なお、

河川管理用通路を兼ねた特殊道路については、土地区画整理事業において用地の

確保のみ行い、整備は別途事業により行う。その他、二本の特殊道路及び地区外

との連続のため適宜道路を整備する。 

公園は、土地区画整理法施行規則第9条第6項ただし書きを適用し整備しない。 

雨水排水路は、事業で整備する道路側溝及び水路において集水し、公共下水道

計画に基づき地区下流へ放流する。 

     

      （参考）土地区画整理法施行規則第 9 条第 6 項 

        設計の概要は、公園の面積の合計が施行地区内に居住することとなる人口

について一人当り三平方メートル以上であり、かつ、施行地区の面積の三パ

ーセント以上となるように定めなければならない。ただし、施行地区の大部

分が都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第八条第一項第一号の工業専用

地域である場合その他特別の事情により健全な市街地を造成するのに支障が

ないと認められる場合及び道路、広場、河川、堤防又は運河の整備改善を主
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たる目的として土地区画整理事業を施行する場合その他特別の事情によりや

むを得ないと認められる場合においては、この限りでない。 

 

ニ. 公益施設計画 

      地区には公益施設は計画しない。 

  

ホ. 供給処理施設計画 

再整備する道路等の配置計画にあわせて上水道及び下水道の整備を行う。 

また、電気・ガス施設については民間事業者と調整のうえ事業と合わせて整備

する。 

 



5 
 

 （４） 整理施行前後の地積  
 

イ． 土地の種目別施行前後対照表  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施　　行　　前 施　　行　　後

地積(㎡) 割合(%) 筆数 地積(㎡) 割合(%)

279.46 4.53

247.46 4.01 － －

－ － 523.22 8.49 河川管理用通路

31.85 0.52 － －

311.31 5.05

279.31 4.53 523.22 8.49
266.18 4.31
298.18 4.84 981.34 15.92

124.91 2.03 － －
391.09 6.34
423.09 6.87 981.34 15.92

11.39
702.40 11.40 1,504.56 24.41

5,294.10 85.90 55
4,949.51 80.30 49 1,400.31 22.72

2 1,130.68 18.34
167.00 2.71 1

1,509.27 24.49
－ － 1,492.55 24.22

5,461.10 88.61 57 2,909.58 47.21
5,116.51 83.01 50 2,623.23 42.56

－ － － － －
344.59 5.59 6 300.09 4.87

－ － － － －
344.59 5.59 6 300.09 4.87

88.61 57 2,909.58 47.21
5,461.10 88.60 56 2,923.32 47.43

1,749.36 28.38
－ － － 1,735.62 28.16

0.00 0.00 － － －

6,163.50 100.00 － 6,163.50 100.00

備考

公
　
共
　
用
　
地

国
　
有
　
地

道路

河川

水路

計

地
方
公
共
団
体

所
 
有
 
地

道路

水路

計

合計

合計

測量増

総計

立体換地保留床に対応する保留
地は含めない。

計

保留地
立体換地保留床に対応する保留
地も含む。

民
　
有
　
地

宅地

公衆用道路

立体換地敷地
宅
　
地

地

方

公

共

団

体

所

有

地

宅地

計

種目
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ロ． 減歩率計算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第93条の規定により、約3,785㎡の宅地の立体換地を計画するため、立体換 

法第93条の規定により、約3,753㎡の宅地の立体換地を計画するため、立体換 

地対象宅地以外の合算減歩率は％16.47される。（平均的な価格の宅地 

地対象宅地以外の合算減歩率は約16.22％が想定される。（平均的な価格の宅地 

を立体換地とした場合。） 

 

 

 （５） 保留地の予定地積 

 

 

 

 

 

 

 

 

  整理後宅地総価額（予想）には、立体換地建築物価額約円を含む。 

                           775,100 

整理後宅地総価額（予想）には、立体換地建築物価額約767,414千円を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整理前
宅地地積
(台帳地積)

同更正地積
(測量増を加
算したもの)

整理後宅地地積 差引減歩地積 減　歩　率

保留地
を含めた
宅地地積

保留地
を除いた
宅地地積

公共減歩
地　　　積

公共保留地
を合算した
減歩地積

公共減歩率
公共保留地
合算減歩率

㎡ ％ ％

2,909.58 2,551.52 46.72

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

2,537.78 14.69 46.475,461.10 5,461.10 4,658.94 2,923.32 802.16

整理前宅地
価格総額
（予想）

整理後宅地
価格総額
（予想）

宅地価格の
総額の増加額

整理後
１㎡当り

予想価格

保留地とし
て取り得る

最大限地積

保留地の
予定地積

割　合 摘　要

㎡ ％ 整理前単価

2,447,659,460 782,023,960 2,178.34 1,749.36 80.31

円 円 円 円／㎡ ㎡

1,735.62 80.47 305,000円/㎡1,665,635,500 2,439,973,460 774,337,960 359,000 2,156.93
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 （６） 公共施設整備改善の方針  
イ．都市計画との関連 

 

事 項 内 容 告示年月日 告示番号 備 考 

区域区分 市街化区域 昭和45年12年28日  

 

用 途 地 域 商業地域 昭和47年10月31日  

 

その他の 

地域地区 

特別用途地区 平成19年4月3日  

小倉都心小売

商業振興特別

用途地区 

防火地域 昭和47年10月31日  

 

高度地区 令和2年3月30日 
北九州市 

告示第90号 

 

駐車場整備地区 昭和40年12月27日  

 

都市施設 北九州公共下水道 昭和42年 2月  

 

市街地 

開発事業 
旦過地区土地区画整理事業 令和2年3月30日 

北九州市 

告示第91号 

 

 
     ロ．都市計画以外の主要公共施設 

都市計画決定されているもの以外の施設については、「設計の概要」の「設計

の方針」において述べたとおりである。 
 
 
     ハ．公共施設整備改善の方針 

土地区画整理事業において、二級河川神嶽川の河川整備事業で計画されてい

る河川管理用通路用地を確保する。なお、用地の確保に当たっては、法第120条に

規定する公共施設管理者負担金を活用する。 
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形　　状　　寸　　法

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

面　　積

（㎡）

5.5 38 257.28 As舗装

38 257.28

4.0 179 724.06 As舗装

179 724.06

217 981.34

3.0 174 523.22 As舗装 ―

174 523.22

1,504.56

街

路

特

殊

道

路

幅員5.5ｍ

小計

幅員4ｍ

小計

計

区分 名　　　称
種

別
整　備　計　画

河

川

（二）神嶽川

計

合計

摘　　要

 
ニ．公共施設別調書 
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 （７） 土地区画整理法第2条第2項に規定する事業の概要  
イ．事業の施行のため必要な工作物その他の物件の内容 
①法第93条に規定するいわゆる立体換地の対象となる耐火構造建築物 

                             
市道魚町馬借1号線沿いに計画する大規模街区の敷地2,835.46㎡において、立

体換地及び（ロ）の②に示す建築物を合築する。 
建物全体はS造、4階、延べ床面積約8,308.21 
建物全体はS造、4階、延べ床面積約8,275.78㎡を計画し、用途は商業施設と 

する。 
                           1,434.69              1,490.89 

うち、1階、2階の店舗部分1,410.10㎡及び3階及び4階の駐車場部分1,490.88

㎡を立体換地の対象とする。 
   また、当該建築物のうち、主要構造部及び共用部分の整備を土地区画整理事

業の対象とし、専有部分の設備・内装工事は別途整備とする。 
 
ロ．事業の施行に係る土地の利用の促進のため必要な工作物その他の物件の内容 
①上・下水道管 

   上水道管は想定する土地利用、建物利用が可能となるよう整備する。 
   下水道管は公共下水道計画を踏まえ地区外に影響を与えないような下水道管

の整備を実施する。 
 

②保留地に建築する保留床 
                                            1,326.19 

（イ）の①に示される建築物のうち、敷地1,342.87㎡を保留地とし、当該保留 
                                   671.68 

地の権利に相応する1階、2階の店舗部分687.84㎡及び3階、4階の駐車場部分 
654.51 
655.03㎡は、保留地と併せて処分する。 

               

 
 ２ 設計図                                              
 
    別添図面のとおり    縮 尺 １／５００  
 
第４ 事業施行期間  
 
    自 令和 ３年 ２月１０日（事業計画決定の公告の日）  
 

１０  
    至 令和１３年 ３月３１日  
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第５ 資金計画書  
 
 １ 収入     

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区 分 金　額 （円）

2,056,000,000

2,413,000,000

1,028,000,000

1,206,500,000

1,028,000,000

1,206,500,000

0

675,193,000

902,807,000

307,000,000

808,000,000

1,431,000,000

4,749,000,000

5,729,000,000

摘　　　要

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

　（うち、国負担）

　（うち、市負担）

土 地 購 入 費

合 計

保 留 地 処 分 金

そ の 他
保留地上に2条2項で整備した立体換地保留
床部分の処分金

公 共 施 設 管 理 者 負 担 金

市 単 独 費
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 ２ 支出   
                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単 位 事　業　量 事　業　費（円） 摘 要

21,800,000

217 59,900,000

21,800,000

59,900,000

66 829,000,000

71 1,171,200,000

829,000,000

1,171,200,000

6 4,200,000

299 1,100,000

58 2,000,000

1 11,800,000

1 16,200,000

35,300,000

1 9,400,000

－ －

21,200,000

1 7,000,000

－ －

1 36,000,000

4,400,000

203 13,000,000

1,270,561,916

1 1,561,138,054

1,116,438,084

1 1,404,561,946

2,422,000,000

3,021,700,000

4,659 18,600,000

1 10,900,000

1 1,201,400,000

4,539,000,000

5,519,000,000

7 210,000,000

4,749,000,000

5,729,000,000
合 計

調 査 設 計 費 式

工 事 費 計

事 務 費 年

整 地 費 ㎡

工 事 雑 費 式

電 纜 移 設 費 ｍ

法
第
２
条
２
項

上 水 道 整 備 費
－

式
－

下 水 道 整 備 費 式

電 纜 整 備 費 ｍ

法93条に基づく耐火構造建築
物

棟

保 留 地 に 建 築 す る
分 譲 施 設

棟

計

―
ガ ス 整 備 費

―
式

ｍ

計

移

転

建 物 移 転 戸

計

事 項

公

共

施

設

整

備

費

築

造

道路

築造
特 殊 道 路

移

設

電 柱 移 設 費

上 水 道 移 設 費 式

下 水 道 移 設 費
－

式
－

計

本

ガ ス 移 設 費 ｍ
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 ３ 年度別歳入歳出資金計画表                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

437,640,000 312,000,000 403,000,000 2,280,600,000 615,700,000 131,060,000 0 0 0 4,539,000,000

0 359,000,000 440,768,548 239,577,529 777,950,000 2,076,765,000 1,364,300,000 137,940,225 28,638,923 15,000,000 79,059,775 5,519,000,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

21,000,000 21,000,000 42,000,000 42,000,000 42,000,000 21,000,000 21,000,000 0 0 0

0 10,294,936 7,612,643 5,944,052 7,794,000 18,096,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000 40,258,369 210,000,000

380,000,000 458,640,000 354,000,000 445,000,000 2,322,600,000 636,700,000 152,060,000 0 0 0 4,749,000,000

0 369,294,936 448,381,191 245,521,581 785,744,000 2,094,861,000 1,394,300,000 167,940,225 58,638,923 45,000,000 119,318,144 5,729,000,000

85,000,000 350,000,000 163,000,000 68,680,000 0 0 0 1,028,000,000

0 179,500,000 113,820,000 68,000,000 163,400,000 235,500,000 375,000,000 50,000,000 12,500,000 5,000,000 3,780,000 1,206,500,000

85,000,000 350,000,000 163,000,000 68,680,000 0 0 0 1,028,000,000

0 179,500,000 113,820,000 68,000,000 163,400,000 235,500,000 375,000,000 50,000,000 12,500,000 5,000,000 3,780,000 1,206,500,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

675,193,000 0

0 0 0 0 0 0 675,193,000 0 0 0 0 675,193,000

902,807,000 0

0 0 0 0 0 0 902,807,000 0 0 0 0 902,807,000

51,000,000 46,000,000

0 0 210,000,000 96,000,000 0 1,000,000 0 0 0 0 0 307,000,000

21,000,000 21,000,000 167,000,000 275,000,000 -1,400,000 310,700,000 14,700,000 0 0 0 808,000,000

0 10,294,936 10,741,191 5,943,581 149,544,000 460,261,000 545,878,000 67,940,225 33,638,923 35,000,000 111,758,144 1,431,000,000

380,000,000 458,640,000 354,000,000 445,000,000 2,322,600,000 636,700,000 152,060,000 0 0 0 4,749,000,000

0 369,294,936 448,381,191 237,943,581 476,344,000 932,261,000 2,873,878,000 167,940,225 58,638,923 45,000,000 119,318,144 5,729,000,000

0 0 0 0

0 0 0 -7,578,000 -309,400,000 -1,162,600,000 1,479,578,000 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 7,578,000 309,400,000 1,162,600,000 98,422,000 0 0 0 0 1,578,000,000

0 0

0 0 0 0 0 0 1,578,000,000 0 0 0 0 1,578,000,000

令 和 9 年 度
―

令 和10 年度
―

令 和11 年度
令 和 4 年 度 令 和 5 年 度 令 和 6 年 度 令 和 7 年 度 令 和 8 年 度

―
令 和 12 年 度

差引過不足

借入金

償還金

合 計

歳
出

工事費

補償費

利子

事務費

計

歳
入

国費

市費

土地売却費

保留地処分金

その他

公共施設管理者負担金

市単独費

計

区分 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度
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第６ 参考図書   
 
 １． 施   行   規   程  
 

 ２． 現   況   図 

 

（イ）土地利用及び建物用途別現況 

（ロ）給排水、交通施設、交通量、地下埋設物、土地の所有現況  
 
     別添図面のとおり    縮尺 １／５００  
 
 ３． 市街化予想図  
 
     別添図面のとおり    縮尺 １／５００  




















